
○羽生市聴覚障がい者等ファクシミリ使用料補助金交付要綱 

平成元年３月７日 

告示第２４号 

改正 平成２０年９月３０日告示第５０号 

平成２２年４月１日告示第２０号 

平成２５年１２月２７日告示第５２号 

平成２７年１２月２８日告示第５４号 

（目的） 

第１条 この要綱は、在宅の聴覚、音声及び言語機能障がい者（以下「聴覚障

がい者等」という。）に対し、ファクシミリ使用に係る基本料金の一部を補

助することにより、聴覚障がい者等の経済的負担の軽減と社会生活の利便を

図ることを目的とする。 

（対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者は、市内に住所を有し、かつ、身体障害

者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条の規定により身体障害者手

帳の交付を受けている聴覚障がい者等で、その障がいの程度が３級以上であ

って市県民税非課税世帯に属する者とする。 

（補助金の額） 

第３条 補助金の額は、基本料金の一部を補助するもので、１ケ月１，０００

円を限度とする。 

（補助金の交付期間） 

第４条 補助金は、交付申請をした日の属する月から受給資格の消滅した日の

属する月までの間交付する。 

（補助金の交付時期） 

第５条 補助金は、毎年度９月及び３月にそれぞれの当月までの分を交付する

ものとする。ただし、市長が特別の事情があると認めたときは、この限りで

ない。 

（申請等の手続） 



第６条 補助金の交付を受けようとする者は、羽生市聴覚障がい者等ファクシ

ミリ使用料補助金交付申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならな

い。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、羽生市聴覚障がい者等フ

ァクシミリ補助金交付決定・却下通知書（様式第２号）により、申請者に通

知するものとする。 

（届出の義務） 

第７条 第６条第１項に規定する申請書の内容に変更が生じたときは、直ちに

羽生市聴覚障がい者等ファクシミリ使用料補助金交付変更・喪失届（様式第

３号）を市長に提出しなければならない。 

（補助金の返還） 

第８条 市長は、虚偽の申請その他不正の手段により、補助金交付の決定及び

補助金の交付を受けた者があるときは、その決定を取り消し、又はその全部

若しくは一部を返還させることができる。 

（台帳の整備） 

第９条 市長は、台帳を備え、補助金の交付状況を常に明確にしておくものと

する。 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成元年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年９月３０日告示第５０号） 

この告示は、平成２０年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２２年４月１日告示第２０号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２５年１２月２７日告示第５２号） 

この告示は、平成２６年４月１日から施行する。 



附 則（平成２７年１２月２８日告示第５４号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２８年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際この告示による改正前の様式により使用されている書

類は、この告示による改正後の様式によるものとみなす。 



 



 



 



様式第１号 

様式第２号 

様式第３号 

 


